
平成 18 年 3 月期  個別財務諸表の概要                  

平成 18 年 5 月 12 日 
会 社 名  株式会社プロトコーポレーション    上場取引所     ＪＡＳＤＡＱ 

コ ー ド 番 号   4 2 9 8             本社所在都道府県  愛知県 
（ＵＲＬ http://www.proto-g.co.jp/） 

代 表 者   役 職 名  代表取締役社長 
氏 名  入川 達三 

問い合わせ先   責任者役職名  執  行  役  員 
氏 名  清水 茂代司    ＴＥＬ（052）934－2000 

決算取締役会開催日  平成 18 年 5 月 12 日     中間配当制度の有無  有 
配当支払開始日    平成 18 年 6 月 28 日     定時株主総会開催日  平成 18 年 6 月 27 日 
単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 
 
１．18 年 3 月期の業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
(1) 経営成績                                 （百万円未満切捨）    
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円   ％ 

18,492（0000.3） 
18,442（△05.5） 

百万円   ％ 

2,192（8025.1） 
11,753（△04.2） 

百万円   ％ 

2,164（0023.7） 
1,749（△02.9） 

 
 

当 期 純 利 益 
1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益  

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円   ％ 

714（△031.3） 
1,039（△014.8） 

円 銭 

79  49 
115  65 

円 銭 

―   ―  
―   ―  

％ 

7.6   
12.1   

％ 

16.6   
14.1   

％ 

11.7   
9.5   

(注) 1．期中平均株式数   18 年 3 月期  8,719,947 株   17 年 3 月期  8,719,960 株 
   2．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況                                 （百万円未満切捨） 
1 株当たり年間配当金 

 
 中 間 期 末 

配当金総額 
（年 間） 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

円 銭 

20  00   
20  00   

円 銭 

10  00   
10  00   

円 銭 

10  00   
10  00   

百万円 

174      
174      

％ 

25.2   
  17.3   

％ 

1.8   
1.9   

 

(3) 財政状態                                 （百万円未満切捨） 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

百万円 

13,501      
12,542      

百万円 

9,759      
9,079      

％ 

72.3   
72.4   

円  銭 
    1,116   80 

    1,037   63 
(注) 1．期末発行済株式数   18 年 3 月期 8,719,880 株   17 年 3 月期 8,719,960 株 
2．期末自己株式数    18 年 3 月期   5,120 株   17 年 3 月期     5,040 株 

 
２．19 年 3 月期の業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 

中 間 期 
通  期 

百万円 

9,231      
19,000      

百万円 

1,085      
2,400      

百万円 

△593      
1,314      

円 銭 
  10  00 
―――― 

円 銭 
―――― 

 10  00   

円 銭 
―――― 

  20  00  
(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   150 円 71銭 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

 

比較増減(千円) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   3,031,679   3,458,118   426,438 

２ 受取手形   88,922   78,830   △10,091 

３ 売掛金   1,726,531   1,701,667   △24,863 

４ 製商品   2,767   235   △2,531 

５ 仕掛品   17,650   8,198   △9,451 

６ 貯蔵品   9,918   7,697   △2,221 

７ 前払費用   95,306   84,068   △11,238 

８ 繰延税金資産   50,912   66,195   15,283 

９ その他   12,574   8,177   △4,396 

10 貸倒引当金   △1,001   △1,184   △183 

流動資産合計   5,035,261 40.1  5,412,005 40.1  376,743 

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産          

(1) 建物  3,010,831   2,779,848   △230,982  

減価償却累計額  △1,196,583 1,814,247  △1,269,137 1,510,711  △72,553 △303,535 

(2) 構築物  93,964   84,475   △9,489  

減価償却累計額  △44,861 49,103  △47,187 37,288  △2,325 △11,814 

(3) 車両運搬具  30,459   25,418   △5,041  

減価償却累計額  △21,901 8,557  △21,235 4,182  665 △4,375 

(4) 工具器具備品  190,811   138,671   △52,139  

減価償却累計額  △122,728 68,082  △83,690 54,981  39,038 △13,101 

(5) 土地   2,309,930   1,922,671   △387,259 

有形固定資産合計   4,249,921 33.9  3,529,834 26.1  △720,086 

２ 無形固定資産          

(1) 営業権   2,166   166   △2,000 

(2) 商標権   380   300   △80 

(3) ソフトウェア   52,953   53,690   737 

(4) ソフトウェア仮勘定   ─   4,305   4,305 

(5) 電話加入権   22,009   22,009   ─ 

無形固定資産合計   77,510 0.6  80,473 0.6  2,962 
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前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

 

比較増減(千円) 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   859,112   1,443,250   584,137 

(2) 関係会社株式   1,143,564   1,440,124   296,560 

(3) 関係会社出資金   30,000   500,000   470,000 

(4) 破産債権等   9,241   4,035   △5,206 

(5) 長期前払費用   19,694   17,298   △2,396 

(6) 敷金・保証金   154,081   121,041   △33,040 

(7) 長期性預金   900,000   900,000   ─ 

(8) 繰延税金資産   67,257   51,221   △16,036 

(9) その他   18,492   18,748   256 

(10)貸倒引当金   △21,901   △16,943   4,958 

投資その他の 
資産合計 

  3,179,542 25.4  4,478,776 33.2  1,299,233 

固定資産合計   7,506,974 59.9  8,089,084 59.9  582,109 

資産合計   12,542,236 100.0  13,501,089 100.0  958,853 
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前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

 

比較増減(千円) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   556,894   532,927   △23,967 

２ 買掛金   714,942   729,555   14,612 

３ 未払金   5,473   6,053   580 

４ 未払費用   681,225   728,501   47,275 

５ 未払法人税等   339,646   563,442   223,796 

６ 未払消費税等   36,245   88,864   52,618 

７ 前受金   750,684   676,937   △73,746 

８ 預り金   94,411   110,325   15,914 

９ 返品調整引当金   51,942   47,292   △4,650 

10 その他   858   102   △755 

流動負債合計   3,232,324 25.8  3,484,002 25.8  251,677 

Ⅱ 固定負債          

１ 役員退職慰労 
引当金   176,660   200,900   24,240 

２ その他   53,890   56,328   2,437 

固定負債合計   230,550 1.8  257,228 1.9  26,677 

負債合計   3,462,875 27.6  3,741,231 27.7  278,355 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金 ※１  1,824,620 14.6  1,824,620 13.5  ─ 

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   2,011,536   2,011,536   ─ 

資本剰余金合計   2,011,536 16.0  2,011,536 14.9  ─ 

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   254,155   254,155   ─ 

２ 任意積立金          

(1) 別途積立金  3,830,000 3,830,000  4,630,000 4,630,000  800,000 800,000 

３ 当期未処分利益   1,073,278   782,199   △291,079 

利益剰余金合計   5,157,433 41.1  5,666,354 42.0  508,920 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 ※２  90,274 0.7  261,972 1.9  171,697 

Ⅴ 自己株式 ※３  △4,503 △ 0.0  △4,623 △0.0  △120 

資本合計   9,079,360 72.4  9,759,858 72.3  680,497 

負債資本合計   12,542,236 100.0  13,501,089 100.0  958,853 
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② 【損益計算書】 
 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

 

比較増減(千円) 

 

Ⅰ 売上高   18,442,015 100.0  18,492,257 100.0  50,242 

Ⅱ 売上原価          

(1) 期首製商品たな卸高  581   2,767   2,185  

(2) 当期製品製造原価  9,838,415   9,542,292   △296,122  

(3) 当期商品仕入高  16,394   2,376   △14,017  

合計  9,855,391   9,547,435   △307,955  

(4) 他勘定振替高 ※１ 103,626   83,254   △20,371  

(5) 期末製商品たな卸高  2,767 9,748,997 52.9 235 9,463,945 51.2 △2,531 △285,052 

売上総利益   8,693,017 47.1  9,028,312 48.8  335,294 

返品調整引当金戻入額   56,427 0.3  51,942 0.3  △4,485 

返品調整引当金繰入額   51,942 0.2  47,292 0.3  △4,650 

差引売上総利益   8,697,502 47.2  9,032,962 48.8  335,459 

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 役員報酬  285,803   283,296   △2,506  

２ 給与手当  2,372,528   2,593,935   221,407  

３ 役員退職慰労引当金 
  繰入額  14,500   25,240   10,740  

４ 広告宣伝費  1,285,713   1,012,506   △273,206  

５ 貸倒引当金繰入額  5,364   1,450   △3,914  

６ 販売促進費  390,453   333,424   △57,028  

７ 取次店手数料  400,030   372,519   △27,510  

８ 減価償却費  75,526   69,896   △5,630  

９ その他  2,114,258 6,944,178 37.7 2,147,755 6,840,025 37.0 33,497 △104,152 

営業利益   1,753,323 9.5  2,192,936 11.8  439,612 

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息  8,488   6,911   △1,577  

２ 受取配当金 ※２ ─   17,211   17,211  

３ 古紙売却収入  6,949   7,488   538  

４ その他  9,470 24,909 0.1 6,261 37,872 0.2 △3,209 12,963 

Ⅴ 営業外費用          

１ 投資事業組合損失  27,688   65,615   37,927  

２ その他  628 28,317 0.1 245 65,861 0.3 △382 37,544 

経常利益   1,749,916 9.5  2,164,947 11.7  415,031 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

 

比較増減(千円) 

 

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※３ 1,806   19,280   17,473  

２ 投資有価証券売却益  114,527   8   △114,519  

３ 関係会社株式売却益  ─   13,320   13,320  

４ 貸倒引当金戻入額  10,000   ─   △10,000  

５ 前期損益修正益 ※４ 31,951 158,286 0.9 12,047 44,656 0.3 △19,904 △113,629 

Ⅶ 特別損失          

１ 貯蔵品除売却損  10,003   ─   △10,003  

２ 固定資産売却損 ※５ 441   6,859   6,418  

３ 固定資産除却損 ※６ 7,836   55,718   47,881  

４ 減損損失 ※７ ─   577,206   577,206  

５ 投資有価証券売却損  894   ─   △894  

６ 投資有価証券評価損  12,919   32,610   19,690  

７ 賃貸契約解約損失  9,415   4,048   △5,367  

８ 前期損益修正損 ※８ 34,987   ─   △34,987  

９ その他 ※９ 8,240 84,739 0.5 4,000 680,443 3.7 △4,240 595,704 

税引前当期純利益   1,823,463 9.9  1,529,160 8.3  △294,302 

法人税、住民税 
及び事業税  755,000   931,000   176,000  

法人税等調整額  28,780 783,780 4.3 △116,409 814,591 4.4 △145,189 30,811 

当期純利益   1,039,683 5.6  714,569 3.9  △325,113 

前期繰越利益   120,795   154,829   34,033 

中間配当額   87,199   87,199   ─ 

当期未処分利益   1,073,278   782,199   △291,079 
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③ 【利益処分案】 
 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益   1,073,278  782,199 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  87,199  87,198  

２ 役員賞与金  31,250  21,437  

(うち監査役分)  (1,200)  (1,050)  

３ 任意積立金      

(1) 別途積立金  800,000 918,449 570,000 678,635 

Ⅲ 次期繰越利益   154,829  103,563 
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重要な会計方針 
 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1) 子会社株式 
  移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式 
同左 

 (2) その他有価証券 
  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

(2) その他有価証券 
同左 

   時価のないもの 
   移動平均法による原価法 

 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

(1) 商品、製品、仕掛品 
  個別法による原価法 

(1) 商品、製品、仕掛品 
同左 

 (2) 貯蔵品 
 最終仕入原価法による原価法 

(2) 貯蔵品 
同左 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

(1) 有形固定資産 
  定率法 

  ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物(附属設備
を除く)については定額法 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法 
  なお、自社利用のソフトウ
ェアについては社内における

利用可能期間(５年)に基づく
定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に
備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 返品調整引当金 
  返品による損失に備えるた
め、売上高に対する過去の返

品率に基づき、返品損失見込
額を計上しております。 

(2) 返品調整引当金 
同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に
備えて、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事
項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税の会計
処理は、税抜方式によっておりま
す。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 
 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 
――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 
当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及
び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用
しております。これにより、営業利益及び経常利益は
11,232千円増加し、税引前当期純利益は565,973千円減

少しております。 
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸
表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

 

表示方法の変更 
 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 貸借対照表において、前期は「出資金」に含めて
表示しておりました投資事業有限責任組合への出資

持分(前期546,862千円)は、「証券取引法等の一部
を改正する法律」(平成16年６月９日法律第97号)に
基づき、当期より「投資有価証券」に含めて表示し

ております。 
２ 貸借対照表において、前期は投資その他の資産の
「出資金」（当期20千円）を区分掲記しておりまし

たが、資産総額の100分の５以下であるため、当期よ
り投資その他の資産の「その他」に含めて表示して
おります。 

３ 損益計算書において、前期は営業外収益の「保険
返戻額」（当期22千円）は区分掲記しておりました
が、金額が僅少となったため、当期より、営業外収

益の「その他」に含めて表示することに変更いたし
ました。 
 

――――― 
 

 
――――― 

 
 
 

 
 

――――― 

 
 
 

 
――――― 

 

 
 

４ 損益計算書において、前期は営業外収益の「その

他」に含めて表示しておりました「受取配当金」
（前期2,082千円）は、営業外収益の100分の10を超
えたため、当期より区分掲記いたしました。 
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追加情報 
 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年
法律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成

16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準
課税制度が導入されたことに伴い、当事業年度から
「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年
２月13日企業会計基準委員会  実務対応報告第12
号）に従い、法人事業税の付加価値割および資本割

については販売費及び一般管理費に計上しておりま
す。 
この結果、販売費及び一般管理費が29,118千円増

加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益
が同額減少しております。 

 
――――― 

 

注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 株式の状況 
授権株式数   普通株式 30,900,000株

発行済株式総数 普通株式 8,725,000株
  

※１ 株式の状況 
同左 

※２ 配当制限 
商法施行規則第124条第3号に規定する金額
は、90,274千円であります。 

※２ 配当制限 
商法施行規則第124条第3号に規定する金額は
は、261,972千円であります。 

※３ 自己株式の保有数 
   普通株式         5,040株 

※３ 自己株式の保有数 
    普通株式         5,120株 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



― 10 ― 

(損益計算書関係) 
 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１0他勘定振替高の内容 
販売費及び一般管理費 

販売促進費 
103,626千円

  

※１0他勘定振替高の内容 
販売費及び一般管理費 

販売促進費 
83,254千円

  
※２       ――――――― 

 

※２0関係会社に係る営業外収益 

  0受取配当金          12,000千円 
※３0固定資産売却益の内容 
車両運搬具 982千円

土地 824千円

 合計 1,806千円
  

※３0固定資産売却益の内容 
車両運搬具 30千円

土地 19,249千円

 合計 19,280千円
  

※４0前期損益修正益の内容 
前期地代家賃修正益 18,562千円
前期福利厚生費修正益 7,210千円

過年度売上高修正益 4,525千円
その他 1,653千円

 合計 31,951千円
 

※４0前期損益修正益の内容 
前受金精算受入益 12,047千円
 

※５ 固定資産売却損の内容 
 建物     0                    441千円 

※５0固定資産売却損の内容 
建物 6,813千円
車輌運搬具 46千円

 合計 6,859千円
 

※６0固定資産除却損の内容 
構築物 5,035千円

工具器具備品 2,801千円

 合計 7,836千円
  

※６0固定資産除却損の内容 
建物 5,084千円

構築物 5,664千円
工具器具備品 42,125千円
ソフトウェア 2,843千円

 合計 55,718千円
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前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※７       ――――――― 

(1) 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
※８0前期損益修正損の内容 

前期広告宣伝費修正損 18,728千円
前期水道光熱費修正損 5,092千円
前期電話代修正損 4,586千円

前期事務消耗品費修正損 4,033千円
前期不動産関係費用修正損 1,463千円

その他 1,082千円

 合計 34,987千円
  
※９ 特別損失その他の内容 

0損害賠償金                     8,240千円 

※７ 減損損失 

(1)減損損失を認識した主な資産グループの概要 

場所 用途 種類 減損損失 

（千円） 

名古屋市中区 賃貸 
建物及び 

土地 
435,877 

名古屋市昭和区 賃貸 
建物及び 

土地 
127,057 

(2)減損損失を認識するに至った経緯 

当事業年度において、市場価格が著しく下落して
いる賃貸不動産について、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失（577,206千

円）として特別損失に計上しております。 
(3)減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該
金額の内訳 

建物    209,888千円 
土地    367,318千円 
合計      577,206千円 

(4)資産のグルーピングの方法 
当社は、資産のグルーピングに際し、主に管理会
計上の区分をキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位として捉え、その単位を基礎にグルーピングす
る方法を採用しております。ただし、賃貸不動産に
ついては、物件それぞれが概ね独立してキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位として、個々の物
件を一つのグループとして捉えております。 
(5)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は使用価値により測定しており、将
来キャッシュ・フローを4%で割引いて算定しており
ます。 

 
※８       ――――――― 
 

 
 
 

 
 
 

 
※９ 特別損失その他の内容 
0損害賠償金                     4,000千円 
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(リース取引関係) 
 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

 
期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 

 197,369  80,723  116,645 

ソフト 
ウェア 

 212,971  92,424  120,547 

合計  410,340  173,147  237,193 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

 
期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 

 168,514  82,923  85,590 

ソフト 
ウェア 

 233,895  84,949  148,946 

合計  402,410  167,873  234,537 

  

②未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 84,962千円

１年超 156,332千円

合計 241,294千円
  

②未経過リース料期末残高相当額等 
 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 92,429千円

１年超 146,304千円

合計 238,734千円
 

③支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 
支払リース料 88,347千円
減価償却費相当額 82,881千円

支払利息相当額 6,314千円
  

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額および減損損失 
支払リース料 106,309千円
減価償却費相当額 100,602千円

支払利息相当額 6,432千円
  

④減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定
額法によっております。 

  

④減価償却費相当額の算定方法 
同左 

⑤利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期の配分方法については、利息
法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 
同左 

 
 
（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 
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(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(税効果会計関係) 
 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
役員退職慰労引当金 71,653千円

投資等評価損 48,064千円
未払事業税 26,878千円
返品調整引当金           21,068千円

貸倒引当金 9,139千円
その他 2,966千円

繰延税金資産合計 179,768千円
その他有価証券評価差額金 △61,599千円

繰延税金負債合計 △61,599千円

繰延税金資産の純額 118,169千円
 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
減損損失累計額 229,089千円

役員退職慰労引当金 81,485千円
投資等評価損 61,291千円
未払事業税 43,486千円

返品調整引当金           19,181千円
貸倒引当金 6,843千円
その他 3,784千円

小計 445,162千円
評価性引当額 △148,984千円

繰延税金資産合計 296,177千円

その他有価証券評価差額金 △178,761千円

繰延税金負債合計 △178,761千円

繰延税金資産の純額 117,416千円
 

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 
(調整)  
住民税均等割 2.0 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

0.7 

その他 △0.3 

税効果適用後の法人税等の負担率 43.0 

  

  

 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 
(調整)  
税効果未認識の減損損失  09.7 

住民税均等割 2.4 
交際費等永久に損金に算入されない
項目 

1.0 

その他 △0.4 

税効果適用後の法人税等の負担率 53.3 
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 役員の異動について  

 

１．代表者の異動（平成 18 年 3 月 31 日付） 

代表取締役及び取締役の辞任 

 代表取締役副会長 横山 順弘 

 

なお、上記内容につきましては、平成 18 年 3 月 20 日に「代表取締役の異動に関するお知

らせ」として情報開示いたしております。 

 

 

２．その他の役員の異動（平成 18 年 4 月 1 日付） 

取締役の管掌変更 

新役職名 氏 名 旧役職名 

取締役副社長 
メディア事業・海外事業担当 

齊 藤  実 
取締役副社長 
ウェブソリューション担当 

 

なお、取締役神谷健司につきましては、平成 18 年 3 月 31 日付で株式会社プロトリンク代

表取締役社長を辞任し、新たに当社の代表取締役社長である入川達三が、平成 18 年 4月 1 日

付で同社代表取締役社長に就任いたしております。 

 
 


